（様式第１号）
入札参加資格確認書

鳥取県知事　平井　伸治　様

案件名称：鳥取県漁業調査船建造工事　一式
１ 当社は、地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の４の規定に該当しない者です。
２　当社は、令和３年鳥取県告示第457号（物品等の売買、修理等及び役務の提供に係る調達契約の競争入札参加者の資格審査の申請手続等について）に基づく競争入札参加資格に係る業種区分が車両・船舶及び航空機類の船舶に登録されている者又はその業務区分の登録申請中の者です。
３　当社は、本件調達の公告日から本書提出日までの間のいずれの日においても、鳥取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成７年７月17日付出第157号）第３条第１項の規定による指名停止措置を受けていません。
また、この調達の開札日（再度入札を含む。）までに指名停止措置を受けた場合には、入札参加資格を無効とされても異議を申し立てません。

４　当社は、本件調達の公告日から本所提出日までの間のいずれの日においても、会社更生法（平成14 年法律第154 号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者又は民事再生法（平成11 年法律第225 号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた者ではありません。
また、この調達の開札日（再度入札を含む。）までに更生手続開始の申立てが行われた場合又は再生手続開始の申立てが行われた場合には、入札参加資格を無効とされても異議を申し立てません。
５　当社は、本件公告に示した業務の履行が可能な技術的能力を有し、業務期間内に確実に履行できる者です。

６　当社は、鳥取県との協力・連携体制及び個人情報保護の体制を構築できる者です。
７　当社は、平成27年４月１日から入札参加資格書類の提出時点までに、国（独立行政法人及び国立大学法人を含む。）又は地方公共団体（地方独立行政法人及び公立大学法人を含む。）が所有する調査、研究、観測、実習又は練習を目的とする総トン数100トン以上の漁業調査船又はこれに準ずる船舶の建造実績（現在建造中を含む）を有する者です。

８　当社は、入札に係る漁業調査船を建造するために必要な船台を所有している者です。
９　当社は、軽金属、鋼構造等の製作に必要な工場設備及び技術を有している者です。
10　当社は、提出された技術審査資料により行う技術審査で、この入札に係る漁業調査船を建造するために必要な技術的能力を有すると認められる者です。
11　当社は、建造された 漁業調査船に関する緊急時の対応、保守点検、修理、部品供給その他のアフターサービスについて、対応窓口及び実施体制が十分整備されており、長期にわたり迅速かつ円滑な提供ができると認められる者です。
12　当社は、鳥取県暴力団排除条例（平成23年鳥取県条例第３号）に規定する暴力団員等ではありません。
上記のとおり相違ないことを誓約します。
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所属・職・氏名
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